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宮崎みたま園管理運営業務仕様書

宮崎みたま園の指定管理者が行う業務の内容及びその範囲等は、関係法令等によるほか、この

仕様書定めるものとする。

1. 管理運営の基本方針

（１）施設利用者の安全確保を第一とする。

（２）管理運営を、関係法令、条例、及び規則等に適合して行う。

（３）効果的かつ効率的な管理を行い、経費削減に努める。

（４）公平性の維持、個人情報の保護を徹底する。

（５）利用者の心情に配慮し、きめ細かいサービスの提供に努める。

（６）管理にあたっては、市と緊密に連携を図ること。

（７）管理業務等の中心的業務は、指定管理者から第三者へ委託してはならない。

※中心的業務・・・次項目（１）管理運営に関する業務のうち、８を除く

2. 業務の範囲及び留意事項

以下の業務を行う。

（１）宮崎みたま園の管理運営に関する業務

№ 業務名 業務内容

１ 施設案内業務 ① 施設利用者に対し、墓地等施設使用に関して適切かつ丁寧な案内・接

遇をすること。

② 墓地使用者等に対し、使用区画内の管理や市へ届出が必要な手続（詳

細は別紙、宮崎市営墓地手続一覧）を適切に周知・案内すること。

③ 墓地区画等の問合せがあった場合、墓地使用者リストにより使用者の

確認をしたうえで回答すること。

２ 墓地内工事等監視・点検業

務

① 墓碑等の未承認工事について中止・指導すること。（市へ工事申請す

るよう指導）

② 工事着工・完了を確認すること。（着工前に工事施工承認書を預かり、

完了後に返還する）

③ 完了工事について、別紙【宮崎みたま園工事検査事前審査書】を作成

すること。（施工業者立会いで工事内容を審査・記入すること）

④ 工事後の状況確認（残土＜土砂・セメント・石屑等＞や使用機具類の

置忘れがないか。洗い場や側溝を汚していないか。また区画返還によ

る撤去工事の場合は、更地の状態になっているか等）

３ 各種点検記録及び報告業務 ① 業務日誌の記入及び宮崎みたま園工事検査事前審査書の作成

② 施設の電気・水道・火気等の管理点検

③ 消耗品等の点検及び補充

④ その他市の指示する帳票の記録、報告（事故報告書等）

４ 園内の巡視・点検業務 ① 園内敷地＜墓域・公園部分・広場・駐車場等＞全域の巡視・点検（事

件、事故等があれば速やかに市へ報告すること）

② 墓石業者等の、園内での営業行為に対する注意指導

③ 車等の不当な乗入れ及び園内を荒らす者への注意指導

５ 管理事務所等の管理業務 ① 施設等の鍵の保管、管理及び施設の開閉

② 事務所・倉庫・車庫・及びその周辺の清掃、除草（管理事務所周辺環

境を美しく衛生的に保つこと）

③ 施設・備品・工具類等の善良な管理のもとでの使用（簡易な修繕・消

耗劣化部品等の取替等を行うこと）

④ 施設維持管理消耗品、事務消耗品等の調達・補充及び支払を行う。

⑤ 電気・水道・火気等の管理点検を行い、光熱水費の支払処理を行う。

６ 多目的広場等使用の調整 ① 多目的広場等の定期的な使用や団体での利用者に対しての使用調整

を行うこと。

② 多目的広場等の安全で適切な使用を行うよう、利用者に指導するこ

と。
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（２）宮崎みたま園の維持管理に関する業務

施設・設備等の状態を把握し、修繕を行うなど良好に維持し、常に利用者が安全かつ快適に利

用できるよう次に掲げる業務を行うものとする。

７ 埋蔵届の有無の確認及び指

導業務

① 埋蔵する墓地使用者に対し、墓地埋蔵届と使用許可証、火葬許可証（火

葬執行済証明のあるもの）または改葬許可証を提出しているか確認す

ること。

未提出の場合は、市への提出を指導するとともに、その他墓地に関

する未手続きがあれば届出するよう案内すること。

② ①で、市へ未届であることが判明した場合は、「墓地区画番号・使用

者氏名・埋蔵者氏名・埋蔵者死亡年月日・来園者氏名及び区画使用者

との続柄」を記録しておき、市へ通報すること。

８ 盆・彼岸・年末年始におけ

る交通整理等業務

① 盆・彼岸・年末年始においては、臨時バス（各時期連続 3～4 日間×3

＝10～12 日）案内看板や園内の交通規制看板等を設置し、車両案内作

業等を行うなどして、臨時バスのスムーズな運行ができるよう、交通

誘導員を配置し来園者の安全確保及び渋滞緩和策を講じること。

９ 無縁仏慰霊祭の開催 ① 関係機関等と実施日程調整

② 墓標の発注およびお供え物等の準備

③ 開催前日までにシンボルゾーン周辺の草刈を実施すること。

④ 慰霊祭当日の司会進行（10 月頃）

№ 業務名 業務内容 実施頻度等

１ 植栽管理業務 敷地内の自然林を除いた植栽部分について墓参者に危険のないよ

うに、また景観面を良好に保つこと。主な植栽範囲については別添

図面のとおり。

①寄植剪定・人力除草

・刈込みを適期に行う。雑草等の除草も行うこと。

・除草後の草は適切に処分すること。

②薬剤散布

・病害虫の発生状況を点検し、必要に応じて樹木等への防虫処理を

行うこと。

①1回/年

②1回/年

２ 草刈・除草業務 ①草刈

・敷地内に生えた雑草等は手取りや機械にて草刈を行い、衛生面や

景観面を常に良好に保つこと。主な草刈場所は別添図面のとおり。

・特にお盆、彼岸前には、法面や参道等の草刈を済ませておくこと。

・飛び石が発生する箇所については、作業時に防護ネットを使用し

て墓石や墓参者等への安全を確保すること。

・1回目：参道から 1ｍの範囲

・2回目：参道から 1ｍの範囲・法面全面の範囲

・3回目：参道から 1ｍの範囲・法面全面の範囲

②園内除草

・参道部において、舗装との継目から生える雑草等について、除草

を行うこと。また、園内の残地部分の除草（草刈）を行うこと。

③シンボルゾーン草刈

・慰霊祭開催前にシンボルゾーン付近の草刈、寄植剪定を実施する。

④草刈・園内除草後の草の処分

・業務において出た草は適切に処分すること。

※クレーム等があった場合は、速やかに対応し草刈・除草をするこ

と。

①3回～2回/年

6月上旬～中旬

7月中旬～下旬

※お盆前に完了

10 月上旬～中

旬

②1回/年

③10 月

④随時
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（３）前２号に掲げるもののほか、宮崎みたま園の設置目的を達成するために必要な業務

① 市等関係機関との連絡調整業務

イ 市への定期的な報告書類の作成

ロ 予算要求に必要な資料の提出

ハ 緊急事態等における市や関係機関への通報及び連絡

② 緊急時対策、防犯・防災対策マニュアルの作成及び職員指導業務

イ あらゆる緊急事態、非常事態、不測の事態に対応するためのマニュアルの作成

ロ 職員に対するマニュアルの周知徹底及び災害時の対応についての随時訓練の実施

③ 職員に対しての運営管理に必要な研修業務

管理運営に関する定期的な研修の実施

④ その他管理運営に必要な業務

（４）自主事業

① 指定管理者は、本施設の設置目的に合致し、管理運営の実施を妨げない範囲において、自己の

責任と費用により、自主事業を実施することができる。（ただし、墓地に関する不当な営業行為となる

ものについては禁止。）

その際は、事前に市へ自主事業計画書を提出すること。なお自主事業における事業収入は指定

管理者の収入とする。

② 行政財産目的外使用許可等の手続き

自主事業を実施する場合、行政財産目的外使用許可等の必要な手続きをとること。なお、必要

な費用は、指定管理者が負担し、利用収入は、指定管理者のものとする。

③ 敷地内での不当な広告宣伝・営業活動の禁止

自主事業を行う場合、敷地内においての不当な広告宣伝活動・営業活動はできない。

３ 清掃業務 ①側溝

敷地内の側溝は常に衛生に保ち、定期的に清掃を行う。

②参道及び道路、歩道

来園者が安全かつ快適に通れるよう落ち葉を掃く等の清掃を行

う。

③トイレ（多目的広場①のトイレを除く。）

墓地使用者が支障なく快適に利用できるように清掃を行う。トイ

レットペーパー等の衛生消耗品の補充等を行う。

④ごみ

・花がら置き場にごみが溢れることのないよう常に衛生に保つこ

と。また敷地の景観を美しく保つために定期的に巡回し落ち葉を

掃いたり、ゴミ拾いを行うこと。

・墓域内の花がら置き場内のゴミ袋の取替え及びごみ収集、花がら

置き場・集積場のゴミを適正に分別すること。

・収集・分別したごみは、ごみ置場に放置することなく、適正に処

分すること。

・不法投棄があった場合は、環境衛生課の指示に従い、適切な処

理を行うこと。

①随時

②随時

③３箇所

２回以上/週
衛生消耗品の補

充は随時

④随時

４ 園内作業車の

維持管理

①日常的な車両のチェック及び清掃

②法定点検の受検及び修繕

③自賠責、任意保険に加入すること。

５ 施設等の修繕 施設及び設備等については、１件１０万円未満（消費税を含む）の、

消耗・劣化及び破損又は故障等の修繕を行うこと。

随時

６ 消耗品及び燃

料費・光熱水費

の支払い業務

事務所の運営管理上必要となる消耗品、電気、水道、作業車用ガソ

リン、電話料金の支払いを行うこと。
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（５）その他留意事項

① 利用者がすべて適正かつ、快適に使用できるように運営管理及び施設維持管理を行うこと。

業務に関して金品の収受又はその強要等の行為をせず、公平な運営を行うこと。

② 公の施設であることを常に念頭に置き、市と連絡を密にして管理を行うこと。

③ 業務従事者の服装や言動には十分注意すること。また宗教上の中立を保つこと。

④ 業務実施にあたっては、市長及び関係官庁からの指示命令並びに墓地に関する条例・規則、

その他関連する法令等を遵守しなければならない。

⑤ 利用者からの意見や要望を聴き、より良いサービスの向上、管理運営に努めること。

⑥ 業務従事者に対して、指定管理者は各種法律に規定されている事業主、又は使用者として

の全ての義務を負うこととする。

3. 職員の配置基準及び勤務形態

（１）職員の配置及び勤務形態は、施設の維持管理運営に支障がないよう配慮するとともに、利

用者の要望に応えられるものとすること。

（２）各種業務における責任体制を確立すること。

（３）管理事務所における運営業務は、1月 1日のみを休業日とし、午前 8時 30分から午後 5時

までの勤務を基本とし、最低１名は事務所に常駐させること。ただし、盆・彼岸、年末年始

等墓参者の多い時期等は、利用者の利便性や混雑の解消等に対応できるよう配慮すること。

（４）管理事務所における運営業務に携わる職員は普通自動車免許資格取得者であること。

（５）業務の一部であって、専門的な知識又は技術を必要とし、かつ自ら運営することが困難な

もの、又は運営上特に効果的と認められるものについては、市と協議の上、当該業務を的確

に遂行するに足りる能力を有する第三者に委託することができる。

しかし、本施設の中心業務である管理運営業務、本事業の全部を第三者に委託し、又は請

け負わせることはできない。

（６）職員の資質を高めるため、研修を実施するとともに、施設の管理運営に必要な知識と技術

の習得に努めること。

4. 報告書の作成

指定管理者は、業務、事業及び決算の状況について、次のとおり報告書を作成し、提出するも

のとする。

（１）業務状況報告：１５日までに、前月の業務報告書を定められた様式により提出すること。

（各業務報告書の書式等の詳細は、協定書にて定める。）

（２）事業状況報告：年度終了後６０日以内に管理業務に係る事業報告書及び決算報告書を定め

られた様式により提出し、承認を得なければならない。

（３）決算状況報告：自己の各事業年度の決算が確定したときは、速やかに法人の決算書及び関

係書類を提出すること。

（４）事業計画書 ：１０月末までに、翌年度の業務の実施計画等を記載した事業計画書及び

予算書を提出すること。

5. 施設等の修繕の費用負担

施設・備品等の修繕について見積額（消費税を含む）が 10万円未満の修繕については指定管理
者が行うものとし、それ以上の額のものについては市が行うものとする。
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6. 原状回復義務等

指定管理者は、施設又は設備の変更をしようとするときは、あらかじめ市と協議すること。

また、当該指定管理者の指定期間が満了したとき、指定を取り消されたとき又は協定を解除さ

れたときは、市の指示に基づき、施設又は設備を原状に復して引き渡さなければならない。（機能

低下があった場合の機能低下前の状態にすることを含む。）

ただし、原状回復について、市長の承認を得たときは、この限りではない。

7. 調査、監督、監査

（１）市は、指定管理者が管理する施設の適正な運営を期すため、指定管理者に対して、当該業

務内容又は経理の状況に関して報告を求め、実地に調査し、必要な指示をすることができる。

（２）市は、指定管理者が市の指示に従わない場合や、指定管理者の経営状況が著しく悪化して

いるなど、施設の適正な管理に著しい支障が生じる恐れがある場合は、指定を取り消し、又

は期間を定めて業務の全部又は一部の停止を命ずることができる。

（３）市又は監査委員が必要と認めるときは、指定管理者が行う管理運営業務に係る事務につい

て監査を行う。

8. 物品の帰属等

（１）市の所有に属する物品等については、無償で貸与する。ただし、その修理及び更新は指定

管理者の負担とする。なお、貸与物品は、指定管理業務終了後、整備点検の上返却すること。

（２）車両に係る税、保険料、点検費用等は指定管理料に含んでいるため、常に安全に運転出来

るよう随時点検・修繕等の維持管理を行うこと。

（３）指定管理者が指定期間中に管理運営経費により購入した物品等は、市の所有に属するもの

とする。

9. 安全管理及び緊急時の対応

（１）緊急時の対応

指定管理者は、事故等の緊急事態が発生したときは、速やかに適切な応急処置を講じると

ともに、市に状況を報告し、指示を受けるものとする。

また、事故等の再発防止のために、改善報告書を市に提出するものとする。

（２）迷惑行為、不法行為等への対応

施設内において、利用者等にとって迷惑になるような行為や、財産の毀損を招きかねない

行為その他、法令等に抵触するような行為を行っている者がいるときは、直ちに当該行為を

やめるように指導するものとする。

また、迷惑行為、不法行為等に関する内容は、報告書にまとめ、市に提出するものとする。

10. 秘密保持義務

指定管理者は、管理業務に関して知り得た秘密を外部へ漏らし、又は他の目的に使用してはな

らない。指定期間が満了し、指定管理者の指定を取り消され、又は管理業務が廃止された場合に

おいても同様とする。

また、管理業務の一部を第三者に委託し、又は請け負わせる場合には、当該第三者に対し、同

等の義務を負わせなければならない。

個人情報を取り扱う場合には、「個人情報の保護に関する法律」及び「宮崎市個人情報保護条例」

を遵守し個人情報の保護を徹底しなければならない。

11. 損害賠償

指定管理者は、管理業務の実施に当たり、自己の責めに帰すべき事由により市又は利用者その

他の第三者に損害を与えたときは、その損害を賠償しなければならない。



7

12. 法令等の遵守

宮崎みたま園の管理運営にあたっては、次の各号に掲げる法令等を遵守しなければならない。

（１）墓地・埋葬等に関する法律（昭和 23年法律第 48号）
（２）地方自治法（昭和 22年法律第 67号）
（３）宮崎市墓地及び納骨堂の設置等に関する条例（昭和50年条例第20号）

（４）宮崎市公の施設に係る指定管理者の指定の手続き等に関する条例（平成 17年条例第 1号）
（５）労働関係法令

（６）その他管理運営に適用される法令

指定管理期間中、関係法令等に改正があった場合は、改正された内容を仕様とする。

なお、改正に伴い管理運営業務が追加・削除されるなど、経費に係る増減が生じる場合は、

協議により指定管理料を改定するものとする。

13. リスク分担と保険の加入

（１）リスク分担表

市と指定管理者の間におけるリスク負担は、次表のとおりとする。

リスク分担表

※1 本市の「指定管理者制度における賃金スライド制度の手引き」による。

※2 税制の変更のうち、指定管理料に係る消費税の税率変更による増は、市の負担とする。

（２）保険の加入

市が加入する「全国市長会市民総合賠償補償保険」は、公の施設の管理を指定管理者に

行わせる場合、指定管理者が負うべき賠償責任についても指定管理者を被保険者とみなし、

当該保険の対象となります（支払限度については下記のとおり）。ただし、指定管理者が独

自の事業を運営する場合は、その運営上もたらされる賠償責任は本保険の対象外となりま

す。そのため、指定管理者は自らのリスクに対応して、自らの負担において仕様書の範囲

で保険に加入してください。

項 目 内 容 等 宮崎市 指定管理者

１ 施設、設備、備品、資料等の

損傷など

指定管理者による管理の瑕疵によるもの ○

第三者の行為、経年劣化等による損傷等で小規

模なもの（１０万円未満／件）
○

第三者の行為、経年劣化等による損傷等で大規

模なもの（１０万円以上／件）
○

施設の設置に関する瑕疵によるもの ○

２ 管理、運営に係る事故等によ

る第三者への損害賠償

指定管理者の責に帰すべき事由によるもの ○

施設の設置に関する瑕疵によるもの ○

３ 不可抗力への対応 不可抗力（暴風、豪雨、洪水、高潮、地震、地

すべり、落盤、火災、騒乱、暴動その他の自然

的又は人為的な現象）に起因する施設修繕、事

業中断等による経費増など

○

４ 社会的な賃金水準の変動 ※1

５ 物価変動、金利変動、税制の

変更による管理運営経費の増
※2 ○

６ 法制度の改正、行政的理由に

よる事業内容の変更等による運

営経費の増

○

７ 事業終了時の対応（撤収・施

設等の原状回復・引継ぎ）
○
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※ 加入担当：総務法制課総務係

14. 評価・モニタリングについて

指定管理者は、指定期間中の適正な管理を確保するため、市が行なうモニタリングに協力する

とともに、自らもモニタリングを実施するものとする。

15. 情報公開について

指定管理者は、情報公開に関する規程を定め、管理業務の実施に当たり作成した文書等で保有

しているものについては、その規程に基づき開示するものとする。

16. 事業の継続が困難となった場合の措置等

（１）指定管理者の責めに帰すべき事由により事業の継続が困難となった場合の措置

市は、指定管理者の指定を取り消す等の措置をとることとする。この場合、市に生じた損

害は、指定管理者が賠償するものとする。また、次期指定管理者が円滑かつ支障なく施設の

管理運営業務を遂行できるように引継ぎを行うものとする。

（２）その他の事由により事業の継続が困難となった場合の措置

災害その他の不可抗力、市及び指定管理者双方の責めに帰すことのできない事由により業

務の継続が困難となった場合、事業継続の可否について協議を行うものとする。なお、一定

期間内に協議が整わない場合、指定管理者の協定を解除できるものとする。また、次期指定

管理者が円滑かつ支障なく施設の管理運営業務を遂行できるように引継ぎを行うものとする。

17. その他の事項

（１）資金管理方法

① 本業務に係る経理は、団体の経理と区分するとともに、宮崎みたま園管理専用の口座を設

けて管理するものとする。

② 指定管理者は、本業務に係る経理事務を行うにあたり、自身の団体と独立した会計帳簿書

類及び経理規定を設け、市の要求がある場合には、速やかに会計書類を開示するなど、当本

業務の経理に係る監査が受けられる体制を整備しなければならない。

（２）業務の引継ぎ

① 指定管理者は、指定された後速やかに現在の指定管理者との業務の引継ぎに入るものとす

る。なお、業務の引継ぎに要した費用は、すべて指定管理者として選定された団体の負担と

する。

② 指定管理者の指定が終了となる場合は、次期指定管理者が円滑かつ支障なく業務を遂行で

きるよう、業務の引継ぎを行うとともに、必要なデータ等を遅滞なく提供しなければならな

い。

賠償責任保険契約類型 Ｅ型

てん補限度額 身体賠償 １名につき １億５，０００万円

１事故につき １５億円

財物賠償 １事故につき ２，０００万円

免責金額 １事故につき なし


